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202３賃金確定闘争～第２回幹事団交渉報告
再任用の処遇改善、子育て支援の休暇拡充は人材確保の観点で喫緊の課題
職員が立て替えているものはきちんと支払いましょう！ダブルスタンダードは許しません！

県労連は10月26日、2023確定交渉第2回幹事団交渉を行いました。（詳細３頁）
この日も県労連は賃金・一時金の引上げ勧告の実施を明言するよう強く迫りましたが、当局は「人勧尊重」「交渉課題全体で考える」と従来の主張を繰り返すだけで、賃金引上げを明言しませんでした。

自治労県職労の主な主張

基本賃金について～勧告以上の引上げを！

　当局は人事委員会勧告の実施すら明言していませんが、私たちが求めているのは実質賃金の引上げです。
　勧告では、定期昇給を加味しても、行（１）4級以上は物価上昇率以下であり、実質賃金の引き下げです。職員の生活を維持するために、当局は要求に真摯に応えるべきです。

育児支援のために小学生までの休暇の新設を！

　子育て世代から根強い要望があるのが、「小１の壁」撤廃に向けた制度の改善です。
　現状、育児短時間勤務及び部分休業の制度はありますが、子が小学校就学するまでしか利用できません。

　学童保育は待機児童数が本県は862人で、昨年と比べて300人弱増加しています。

　このような中で、退職を考えざるを得ない職員が増えています。

　その一方で、相模原市は子育て中の職員をサポートするため、部分休暇制度を今年４月から導入し、綾瀬市も昨年４月から同様の制度を取り入れています。

　その他13府県で、上限年齢に差異はありますが、小学校入学以降も独自の部分休暇制度を設け、「小１の壁」解消に向けた取組を行っています。

　子育てをする職員が安心して働ける制度を整備することこそ、人材確保にもつながります。

一時金をはじめ再任用職員の処遇改善を！

来年4月からは定年延長者が職場で働き始めます。
　現行の再任用職員は、一時金は現職の約半分、扶養手当、住居手当等の生活関連手当は支給されません。

　一方、定年延長者の給与は60歳時の7割、一時金は60歳以前と同じ、生活関連手当も支給されます。

　両者を比較（5級101号退職を想定）すると、年収の差は約66万円（5年で300万円以上）ですが、両者に仕事の違いが生じるとは到底思えません。

　仕事が変わらず処遇に大きな格差のある職員が職場に混在する問題を、当局は深刻に受け止め、再任用職員の処遇を改善するよう強く求めています。

神奈川の実態を踏まえた在宅勤務手当を！
　当局は在宅勤務（テレワーク）手当について、1か月あたり10日を超えて勤務を命じられた職員には、国に準じ月額3,000円を措置したい、としています。
　しかし、月に10日以上在宅勤務ができる職員がどれだけいるのでしょうか。多くはせいぜい週1回程度です。県民サービスを担う県と国とは異なります。

　神奈川県の在宅勤務の実態に合わせて、実費弁償として日額で支給すべきです。

会計年度職員の年度内精算を！

　現在会計年度任用職員の報酬額の改定は次年度からとなっていますが、国は当該年度に遡及改定です。
　報酬の基本となる行（１）1級の給与が大きく改善する中で、会計年度任用職員の報酬も当該年度に改定して差額を支給すべきです。

臨時的任用職員の通勤手当の日割り支給を！
　現在、臨時的任用職員は、1日任用以外、月の途中での任用の場合は、当月の通勤手当が支給されません。

　当局は「月の途中で任用が終了しても、ひと月分支給される。」（だからトントン）と主張しますが、実費弁償の観点から、通勤実態に合わせて支給すべきです。

人材確保のために、採用者に移転料を支給すべき！

他県から就職する職員の「移転料」について当局は「（移転料が支給されないことを）承知で神奈川に入職した。」という上から目線です。
当局がよく「均衡」の対象とする国や多くの県では移転料が措置されています。なぜ当局は人材確保に不利な条件を改善しようとしないのでしょうか？？？

2023県労連賃金確定交渉第２回幹事団交渉報告
	１．賃金水準の確保（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇物価上昇による実質賃金の低下を考慮し、基本賃金についてはすべての職員の生活改善につながる水準に引上げ、プラス勧告をすみやかに実施し、年内に差額を支給すべき。
●人事委員会から、給料表と地域手当の引上げ及び期末勤勉手当を0.10月引上げるよう勧告された。給与改定に当たっては透明性や説明責任を念頭に、勧告を尊重して話し合う。勧告の実施については、交渉課題全体の中で話し合いたい。本日の段階では完全実施について申し上げられない。
○勧告実施を明言しないのは、労働基本権を蔑ろにしているに等しい。官民問わず賃上げが政策的課題となっており、実施しない選択肢はないはずだ。

○私たちの要求はすべての職員の生活改善につながる水準の引上げだ。行3以上職員は勧告通りでも物価上昇率を下回る。その点も含めて回答すべき。
○テレワークを推進していくためにも、在宅勤務（テレワーク）手当を早急に新設すること。また、日額で支給すること。

●在宅勤務（テレワーク）手当について、1か月あたり10日を超えて勤務を命じられた職員には、国に準じ月額3,000円を措置したい。国の措置と異なる日額での支給は困難。
○県民と向き合う県と国とでは業務内容が大きく異なる。月10日取得できる職員はほとんどいないはず。立替分を日割りで払うのが当然だ。
○勤勉手当の勤務成績に応じた区分の間差を拡大しないこと。

●勤勉手当の成績率について今日はお話しできないが、改定する場合は勤勉手当の趣旨を考慮したい。
○一時金の公民較差で2捨3入の0.02月分は、職員に余すことなく配分すること。

●2捨3入方式は国等と同様、端数を切り捨てる場合も切り上げる場合も用いられており、仮に給与改定をする場合は勧告通りに措置することになる。

	２. 再任用職員の賃金・労働条件（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇再任用職員の賃金水準について、定年引上げをふまえ、改善を図ること。
○暫定再任用職員と定年延長の給与等の格差は早急に解消するべき。

●再任用職員と60歳超職員との間の一時金に差があるが、退職後、再度任用されることで生じるもの。国等との均衡から現時点では引上げは困難。

〇扶養・住居手当などの生活関連手当を支給すること。
●再任用職員の生活関連手当は、制度導入時に支給しないこととしたものであり、国や他県も同様な取扱いである。
●再任用職員の処遇については、今年度から短期介護休暇の有給化など必要な見直しを行っている。
○同じ仕事をしているのに給与面で大きな差があるのでは、モチベーションが持たず職場の崩壊につながる。ぜひとも今期の改善を求める。

	３. 臨時的任用職員、会計年度任用職員（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇臨時的任用職員における、経験に応じた級・号給の格付けなど、常勤職員の昇格実態をふまえて改善すること。
●一般事務の臨時的任用職員の場合、事務分担の見直しを行い、行（1）1級相当で配置している。
〇会計年度任用職員の基本報酬、格付け、扶養・住居手当などの生活関連手当、労働条件を改善すること。
●総務省マニュアルでは、任期が一会計年度に限られ、職務や責任は常勤と異なる設定をすべきであり、報酬に一定の上限を設けるとされている。
〇臨時的任用職員について、通勤手当の改善を図ること。月の途中で採用された場合、日割り支給とすること。
●通勤手当は実費弁償の要素もあるが、住居手当等の生活関連手当と同様、1日を基準とし月額で支給するもの。日額の特殊勤務手当における実績への支給とは異なる。日割りとした場合、認定業務の増大や返納の発生などの負担も考慮する必要があり、困難だ。
○通勤手当も特勤手当も、働いた分に応じて支給するという考え方は変わらない。ダブルスタンダードと捉えられかねず、到底理解は得られない。

○通勤手当の変更要件について介護などの事由でも可能とすること。
●介護等により実家等を経由する場合、住居でも勤務公署でもないため、経済的、合理的と言えなければ認定することはできない。

○報酬の支給を当月払いとすること。また、差額については、職員と同様に速やかに支給すること。
●会計年度任用職員について、R6.4から現行の加給を廃止し、勤勉手当として支給したい。成績率については「良好」に加え「良好でない」「懲戒処分」を新たに設けたい。

●勤勉手当の期間率から無給休暇を除算できる規程整備をR6から行いたい。

●これまで、会計年度任用職員の報酬改定は翌年度からの実施としてきた。改定時期を常勤と同様に遡及する場合の影響等について、労使による勉強会の場で意見交換をしたい。併せて、勤勉手当の成績率や除算についてもどのような変更となるかを勉強会の場で説明したい。

	４．労働時間の短縮・休暇制度の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇社会全体の長時間労働是正の動きにあわせ、時間外勤務の縮減、業務量に応じた人員の確保及び人員増、業務見直しなど、具体的方策を講ずること。
○上限月45時間・年間360時間の時間外労働、在校等時間の適切な把握および上限規制を確実に遵守し、上限規制のあり方を含め検証を行うこと。

●４年度は上限時間を超える時間外は減少したが、特例に該当しない時間外は増加した。事務事業の見直し等により是正を図りたい。
●ランチタイムシフトをR6.4から恒常的な制度として実施したい。

●夏季休暇の取得期間をR6.4以降も6.1～10.31とし、残日数に4時間未満の端数がある場合、分単位まで消化できることとしたい。

●結婚休暇の取得期間の拡大については苦慮しているところ。

○働き方改革の上限規制のあり方等については、定期的に任命権ごとの労使協議を行う姿勢を堅持すべきだ。

	５．仕事と家庭の両立支援の拡充（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	〇育児休業・介護休暇の手当金支給については全期間を対象とすること。
○育児休業等について、取得要件の改善をはかることとともに、退職手当・一時金算定の在職期間から除算しないこと。

●育児部分休業や育児短時間勤務の対象年齢の引上げや、子の看護休暇の日数見直しについては、国との均衡の観点から不可。子の看護休暇の日数見直しや対象拡大についても既に国を上回る措置をしており、これ以上の改善は困難。
○相模原市は部分休暇制度を今年４月から導入。綾瀬市も昨年４月から導入している。その他13府県で独自の部分休暇制度を設け「小１の壁」解消に向けた取組を行っている。他県で実施できているのだから、できない理由はないはずだ。
○育児・介護に関わるフレックスタイム制度の検証をしたうえで、改善をはかること
●フレックスタイム制度について、R6.4から一般職員にも導入する。また育児介護職員には、R6年度中に選択式週休3日制を試験実施する。

○フレックスタイム制度自体を否定はしないが、しっかりと問題点を検証することなく来年度導入することには反対だ。

	６．人材確保及び育成（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	○公務職場への人材確保の視点から、初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を4号給引上げること。

○県外在住の新規採用職員及び新規採用の臨時的任用職員について、移転料を支給すること。

●新採の移転料、本県は交通網も発達しており、自身が転居の必要性を考慮の上受験していると思われ、実現は困難。人材確保での影響も不透明だ。
○国や多くの自治体が措置している移転料支給が人材確保面でデメリットになるとは思えない。

	７．ハラスメント対策、障害者施策（〇県労連　●当局）ゴシックは、第2回交渉発言

	○県民等からの理不尽な対応等について、所属として適切に対応するよう方針を確立し、管理職研修により徹底すること。

●ハラスメント対策として指針や啓発資料の作成、相談窓口の充実のほか、各種研修を実施してきた。今後も実効性ある取組みに努める。
○障害者差別解消法の施行による合理的配慮の提供義務について、当局は講ずべき事項について責任を持って対応すること。


県労連確定闘争交渉日程
〇1０月３０日（月）　県労連総決起集会

　　　　　　　　　　　18時30分から

　　　　　　　　　　　 県民センターホール

〇11月１日（水）　　第3回幹事団交渉

〇11月６日（月）　　決議文手交

〇11月9日（木）　　県労連最終交渉

　　　　　　　　　　 自治労県職労拡大評議委

〇11月1３日（月）　戦術配置
神奈川の実態を踏まえた在宅勤務手当を！


　当局は在宅勤務（テレワーク）手当について、1か月あたり10日を超えて勤務を命じられた職員には、国に準じ月額3,000円を措置したい、としています。


　しかし、月に10日以上在宅勤務ができる職員がどれだけいるのでしょうか。多くはせいぜい週1回程度です。県民サービスを担う県と国とは異なります。


　神奈川県の在宅勤務の実態に合わせて、実費弁償として日額で支給すべきです。


会計年度職員の年度内精算を！


　現在会計年度任用職員の報酬額の改定は次年度からとなっていますが、国は当該年度に遡及改定です。


　報酬の基本となる行（１）1級の給与が大きく改善する中で、会計年度任用職員の報酬も当該年度に改定して差額を支給すべきです。


臨時的任用職員の通勤手当の日割り支給を！


　現在、臨時的任用職員は、1日任用以外、月の途中での任用の場合は、当月の通勤手当が支給されません。


　当局は「月の途中で任用が終了しても、ひと月分支給される。」（だからトントン）と主張しますが、実費弁償の観点から、通勤実態に合わせて支給すべきです。


人材確保のために、採用者に移転料を支給すべき！


他県から就職する職員の「移転料」について当局は「（移転料が支給されないことを）承知で神奈川に入職した。」という上から目線です。


当局がよく「均衡」の対象とする国や多くの県では移転料が措置されています。なぜ当局は人材確保に不利な条件を改善しようとしないのでしょうか？？？
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